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The Situation and the Issues about the Entrusted Committee During 
the Process of Municipal Social Welfare Administration 
-A comparative study about the six prefectures located in Tohoku-
Koichi Tsuzuki 
Abstract 
To improve the community welfare, the community welfare volunteer ( minsei-iin) and the counselors towards 
the physically handicapped persons and intellectual handicapped persons play an very important role. In this 
study, we investigated their activities. To make situation and the issues of their activities clear is the purpose of 
this study. 
To carry out this study, we referenced the Report of Ministry of Health, Labor and Welfare about the activities 
of the minsei-iin and the counselors towards the physically handicapped persons and intellectual handicapped 
persons. At 2006/10, we sent our questionnaire to the six prefectures that are structured by 232 municipalities 
located in Tohoku. We got the answer from 159 municipalities. 
The result of this study is as follow. The first one is that the activities of minsei-iin and the counselors towards 
the physically handicapped persons and intellectual handicapped persons sometimes are duplicate. The second 
one is that compared to the counselors towards the physically handicapped persons and intellectual handicapped 
persons, the minsei-iin have close relationship with the municipal social welfare administration, and the situation of 
activities of minsei-iin is clearer than the counselors. The third one is that there are very big differences among 
the municipalities of those activities. 
To improve the community welfare in the future, the issues are how to adjust the activities among the minsei-
in and the counselors towards the physically handicapped persons and intellectual handicapped persons, and how 
to make they function effectively. 
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民生 人口 世帯 民生委 民生委 民生委
県名 人口 世（世帯数） （面km積2) 委員数 密度 人員 員一人 員一人 員一人（人） （人） （人） （人） 当たり 当たり 当たり人口 面積 世帯数
青森県 1,436,628 510,513 9,607 3,498 149.5 2.8 410.7 2.75 145.9 
岩手県 i却5,070制，鵬 15,279 3,723 90.7 2.9 372.0 4.10 130.0 
宮城県 2,359,91 864,7泊 7,285 2,934 324.0 2.7 804.4 2.48 294.7 
秋田県 1,145.471 393』0391,612 3,346 98.7 2.9 342.3 3.47 17.5 
山形県 1,216,16 羽6』側 9,323 2,901 130.4 3.1 419.2 3.21 13.4 
福島県 2,091,23 7叩，34713,783 4,721 151.7 2.9 43.0 2.92 150.3 







面積 人口 世帯数 活動日数 訪問回数
(km2) （人） （世帯） （日） （回）
A市 1.26 480.45 198.47 133.1 171.6 
B市 1.63 540.73 222.28 144.9 203.2 
C市 0.54 683.84 295.97 142.2 214.2 
D市 1.30 472.95 194.13 136.8 176.2 
E市 0.79 520.70 190.65 173.9 162.1 
F市 1.34 517.76 193.70 95.0 139.4 
G市 1.29 572.82 212.16 107.5 123.9 
















M市 3.38 293.32 112.08 
0市 2.91 388.24 132.32 
Q市 7.24 281.33 93.77 









区分 高齢者 障害者 子ども その他 計
A市 39.94 3.22 11.79 12.47 67.42 
B市 20.03 2.68 5.78 8.30 36.78 
C市 21.73 2.89 4.70 4.79 3.411 
D市 28.63 1.79 8.35 8.80 47.58 
E市 36.91 4.51 10.50 11.39 63.31 
F市 25.94 1.73 3.26 7.18 38.12 
G市 18.42 2.00 4.67 9.97 35.07 





















相談員数 （件）（日） （件） （件）
???????????????
0.11 47.00 41.29 
0.08 23.42 14.63 
0.05 1.1 1.74 









































活動日数 件数 相談内訳（件）区分 （日） （件） 生活施設入所就学 就職 家族関係
A市 34.22 18.00 5.44 0.56 1.22 0.78 1.44 
B市 30.50 16.5 2.75 2.88 2.25 1.13 0.75 
C市 0.43 0.43 O.Q7 。 0.00 0.00 0.00 
D市 5.67 2.83 1.17 1.50 0.00 0.00 0.00 
E市 20.00 11.75 2.13 3.38 0.50 0.50 2.25 
F市
G市 14.20 5.40 0.00 0.00 3.60 0.00 



























件数 障害者 身体障害 知的障害
A市 67.42 3.22 47.00 18.00 
B市 36.78 2.68 23目42 16.75 
C市 34.11 2.89 1.1 0.43 
D市 47.58 1.79 3.85 2.83 
E市 63.31 4.51 11.75 
F市 38.12 1.73 2.67 
G市 35.07 2.00 3目33 14.20 
































































































































































































注2 同上 p 148 
注3 要保護及び準要保護児童生徒就学援助費の世帯
認定に当たっては、市町村教育委員会が、要保護及
び準要保護児童生徒の認定事務を行うに当たって、
担当地区の民生委員から意見を徴するのが一般的で、
文部科学省も適正な認定業務を行うよう、通知を発
しているところである。
注4 平成20年6月、岩手県の民生委員協議会の会長
研修で多くの会長から聞かれた。この問題は、どこ
に行っても、民生委員からは等しく苦情が述べられ
ている。近年、やっと地域精神保健福祉活動が制度
化されてきてはいるものの、診断名がついていない
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ために専門職の介入がないことを嘆く民生委員は少
なくない。民生委員自身、地域住民から相談を受け
ただけに、何らかの見通しゃ結果をだしていきたい
ところであるが、福祉事務所や保健センターさらに
は保健所にかけあっても、何らかの支援に向けた制
度に該当しないことを理由に対応してくれないため
「誰のための制度なのか、行政が対応しないことを
正当化するための制度なのか」との不信感が根強い。
また行政担当者だけでなく専門職への辛嫁な発言も
多く聞かれ、「制度を隠れ蓑にしている」「机や相談
室にばかりいて、地域に出てこないし、地域の問題
に向き合わないJなどの声も聞かれる。これらの不
信感を表す声などの点から、民生委員の改選期に、
民生委員のなり手が見つからなくなってきている数
ある原因の一つではないかと思われる。
注5 平成17年度岩手県立大学学部研究プロジェクト
として実施した民生委員調査では、民生委員の「最
も負担の重い相談Jの第一位が、「家族・親族の人
間関係の相談jであった。これは、家族や親族間の
トラブルを抱えた人の、話しの聞き手が地域に居な
くなったことや、調整役が不在になったことが考え
られるほか、老親扶養問題や相続などが複雑にから
んでいると思われる。この件に関しては、施設から
の要望も民生委員になされる事例も見受けられる。
注6 平成19年か9月から11月にかけM県T市やO市
の民生委員の役職員研修の中で、民生委員になる前
に、「身体障害者相談員や知的障害者相談員を行っ
ていた」という方がいた。「市の民生委員協議会には、
必ず何人か、過去に障害者相談員を経験していた人
物が民生委員の中にいる」ということであったが、
障害者相談員の存在を知っている人が民生委員の中
にも少なく、ましてその活動内容に関しては、「障害
者相談員になってみないと分からないだろうJとい
うことであった。
注7 民生委員や保健推進員、食生活改善推進員など
の活動は、地域保健福祉活動の推進者としてよく知
られているところである。しかしこのほか障害者相
談員や、社会福祉協議会の役員や環境衛生領域の地
区班長、 JAの組合など、直接福祉分野ではないに
しても、なんらかの形で地域福祉に貢献している地
域役員は少なくない。
注8 『住民基本台帳人口総覧（平成18年版）J国土地
理協会、平成18年、 p12・p23
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注9 民生委員の相談件数のカウント方法は、大きく
二つの点で実数と違うことが考えられる。一つはひ
とり一人の民生委員自身の申告件数の積み上げに
よって、件数がカウントされているということであ
る。したがって民生委員が性格に自分の活動を記録
していないと正確な件数がカウントできない。実際
民生委員は、民生委員手帳を交付され、手帳に記録
しつつ件数を月ごとにまとめることとなっており、
整理した活動状況を事務局に報告することになって
いるのである。この活動状況報告の正確な申告が求
められるところである。もう一つはまとめられた活
動状況報告の積算の正確さである。これは最近かな
り正確になってきている。しかし都道府県によって
厚生労働省の業務報告書への記載方法にあたって、
市町村への指導状況に差異がみられ、計算方法に違
いがある。このため今回、比較できるようにするた
めに、記入方法の確認を行った。
注10 いわゆる「平成の大合併Jが進み、市町村圏域
が広がり、人口規模も大きくなったところであるが、
一方で地域住民から、行政や福祉事務所の窓口が遠
くなった。このためにも、地域住民と行政の中間点
に位置する民生委員の存在は、いよいよ大きくなっ
たと思われるのである。しかし国は、民生委員の設
置基準が人口規模としていることを理由に、委嘱す
る民生委員数を削減している。現に合併した町村の
民生委員数は削減されている。同様に市の民生委員
協議会においても少なくない。削減されなかった市
でも、次回の改選期には削減が予定されているとこ
ろもある。(I県O市）人口規模の少ない郡部ほど民
生委員との繋がりが必要な住民がいるだけに、単純
に人口規模だけで設置委員数の調整を行うことは適
当ではないと考えられる。民生委員の設置目的から
見ても、そのような措置は馴染まないのではないか
と思われる。さらに近年、民生委員のなり手が見つ
からなくなってきているという事情から見て、そう
した国の措置を行うに至った判断については、現状
認識を疑わざるを得ないところである。
注目 平成19年におけるY県やM県などの民生委員協
議会会長との懇談の席で、「ここ10年あまりの聞に
新たな相談や依頼が増えた」という委員が多い。こ
れは単に行政や社会福祉協議会がそうしているとい
うだけでなく、地域での役員会や会議の席上でも、
「住民の生活の問題だから民生委員が担当だ」、とさ
市町村社会福祉行政における委嘱委員の現状と課題
れて役割として依頼されることが多くなったという
ことである。
注12 民生委員調査結果を平成19年に発表説明し、民
生委員の負担感の重い相談について説明していたと
ころ、 I県Q地区の民生委員協議会長から「最近、
活動していく上で困っていること」として具体例が
述べられた内容である。
注目郡部にいけば行くほど、子どもの行事であれ高
齢者の行事であれ、地域のイベントとなる例が多い。
これらの地域では通常、小学校の運動会は地区行事
と化しており、世代間交流の種目が多くを占めてい
る例が一般的に見受けられる。平成19年に I県K市
の山間部の民生委員協議会会長から、「地区の行事
みたいに、みんなが何らかの種目に参加するように
プログラムを組まないと、時間的にもあっという聞
に終わってしまう。 一方で地区の住民からすると、
学校の運動会は学校がみな準備してくれるので助か
るし、何と言っても自分たちが卒業した小学校で、
みんなで集えるのが楽しい。皆同じように考えてい
るのでいつも参加している。Jという意見をいただい
ている。
注目 E市はここに掲げた都市の中で障害者数が最も
多く、支援活動等もここにあげた都市の中では比較
的活発な方である。民生委員が係わっていることが、
活発な結果になっている要因のーっとも考えられる。
注目介護保険法第20条の規定により、障害者であっ
ても、 40歳以上の介護保険被保険者であった場合は、
要支援・要介護の認定を受けて、障害者福祉の制度
に優先して介護保険のサービスを利用することとさ
れている。
注目民生委員法第20条によって民生委員は民生委員
協議会を組織することとされ、第24条によって様々
な活動を展開することが義務づけられている。中で
も、民生委員協議会の内部または都道府県が開催し
ている研修会などの意義は極めて大きい。
注17 民生委員法第8条により、民生委員の候補者は、
民生委員推薦会の推薦を受けることとされているが、
市町村の実務の中では、地域の町内会など地域組織
の推薦などの手続きを採用する例が一般的である。
注18 かつて活動を展開してきた障害者団体とその時
代を担った世代が変わってきており、これらの団体
の担い手が、次の世代にスムーズに移行できている
かどうかということも今後の鍵を握る要因のーっと
? ?
?
?
?
言えよう。
これとは別に、かつて「手をつなぐ親の会jが障
がいを有する子どもを守る親の会として、中心的な
活動を行ってきたところであるが、いわゆる重度心
身障害児と言われる医療サービスを併用して利用し
なければならない障がいを抱えた子どもを持つ親の
団体は、「手をつなぐ親の会」との活動には一線を画
しており、独自の活動を展開している。その理由は、
平成20年4月のM県O市における地域社会研修会の
席上、 M県の親の会の会長によれば、「障がいの程度
が違うことから、活動の成果の大半が、重度心身障
害児には反映されないため」であった。このように
障がいを持つ子どもを守る親の活動が分散してきて
いることも、「停滞」しているように見える要因と
なっている。
注目 各都道府県の障害者計画関係には、障害者相談
員の記載が見受けられない場合が多く、記載があっ
ても国のガイドラインにしたがった「ボランティア」
として置いているという記述のみである。市町村計
画では、金沢市の「ノーマライゼーションプラン金
沢」に相談機能の充実に向けて、相談員の拡充（増
員）と運用方法の見直しが記載されている。しかし
ここまで踏み込んだ、計画は、極めて珍しい。
注20 筆者が平成19年度にM県T市で、民生委員全員
を対象に質問紙法による配票留置方式で実施した調
査結果によれば、民生委員の中で身体障害者相談員
の存在を知っている人が約20%、知的障害者相談員
を知っている人が4%、両方を知っている人が18%
で、知らない及び無回答が58%という結果であった。
また活動の中で、何らかの係わりを持った経験のあ
る人は13%にとどまっている。ちなみに民生委員の
中でいずれかの障害者相談員の経験者は、 5.2%で
あった。
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